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平成平成平成平成    16161616    年年年年    ３３３３    月期月期月期月期            中間中間中間中間決算短信決算短信決算短信決算短信（連結）（連結）（連結）（連結）                    平成15年11月21日 
 

会 社 名  株式会社リ－ガルコ－ポレ－ション   登録銘柄 
コード番号   ７９３８               本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.regal.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長    氏名 伊 藤 利 男 
問い合わせ先      責任者役職名 執行役員管理副本部長 氏名 飯 嶋 正 明  TEL（03）4555－5005 
決算取締役会開催日  平成 15 年 11 月 21 日 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．15年9月中間期の連結業績（平成15年4月1日～平成15年9月30日） 
(1) 連結経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
15年9月中間期 
14年9月中間期 

           百万円  ％ 
17,406（△ 4.6） 
18,248（   6.7） 

           百万円  ％ 
10（△ 94.2） 

      178（   －） 

          百万円  ％ 
△ 50（ －） 
150（ －） 

15年3月期        39,619         1,091            836 
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
15年9月中間期 
14年9月中間期 

           百万円  ％ 
△ 112（ －） 

18（ －） 

円   銭 
           △ 3     70 
              0     61 

円   銭 
     －  － 
     －  － 

15年3月期            100               3     28      －  － 
(注)①持分法投資損益 15年9月中間期 131百万円  14年9月中間期 121百万円  15年3月期 48百万円 

②期中平均株式数(連結) 15年9月中間期 30,521,478株 14年9月中間期 30,562,468株 
                       15年3月期     30,530,093株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15年9月中間期 
14年9月中間期 

           百万円 
       33,852 
       35,335 

           百万円 
        6,270 
        5,831 

           ％ 
      18.5 
      16.5 

     円   銭 
   205     37 
   190     70 

15年3月期        34,461         5,921       17.2    194     06 
(注)期末発行済株式数(連結) 15年9月中間期 30,530,377株 14年9月中間期 30,577,329株 15年3月期 30,512,579株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
15年9月中間期 
14年9月中間期 

         百万円 
     △ 151 
        412 

          百万円 
      △  78 
         337 

          百万円 
    △    34 
    △ 1,233 

          百万円 
       2,143 
       2,602 

15年3月期       1,397       △ 136     △ 1,939        2,408 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 24社  持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 6社 

 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) －社  (除外) －社  持分法 (新規) －社  (除外) －社 

 
２．16年3月期の連結業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 

通  期 
                百万円 
         38,200 

                百万円 
            950 

                百万円 
            250 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）8円 19銭 
※上記の予想は、本資料発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

  実際の業績は今後様々な要因によって、予想数値と異なる可能性があります。 
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１． 企業集団の状況 
 

（１）事業の内容 
 

当社の企業集団は、当社、子会社24社及び関連会社６社で構成され、その主要な事業は靴の

製造及び販売であります。 

当グループの事業に係わる位置づけは次の通りであります。 
 

区分 主要製品 主要な会社 

卸売 紳士靴 
婦人靴 

当社、㈱フィット北日本、㈱フィット東北日本、㈱フィット関
東日本、㈱フィット東日本、㈱コースト、㈱フィット中部日本、
㈱フィット近畿日本、㈱ジーベック、㈱フィット西日本、㈱タ
ップス、㈱タップスウェスト、㈱ニスコ 

販売事業 

小売 紳士靴 
婦人靴 

当社、㈱ニッカ、東北リーガルシューズ㈱ 
㈱アール・アンド・エー・フットウェア 

 製造加工 紳士靴 
婦人靴 

当社、岩手製靴㈱、岩手シューズ㈱、鹿児島製靴㈱ 
米沢製靴㈱、チヨダシューズ㈱、東立製靴㈱、㈱ボーグ 
その他会社３社(国内) 

生産事業 修理・材料 
紳士靴 
婦人靴 
材料 

㈱ニッカエンタープライズ 

 材料 材料 ㈱ニッピ 
その他会社２社(国内) 

調査・研究 
開発事業 調査研究開発他  ㈱日本靴科学研究所 
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（２）関係会社の状況 
 

議決権の 
所有(被所有)割合 

名称 住所 
資本金 

(又は出資金) 
(千円) 

主要な事業 
の内容 所有割合

(％) 
被所有割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)       

㈱フィット北日本 東京都足立区 10,000 靴関連 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱フィット東北日本 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱フィット関東日本 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱フィット東日本 〃 40,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸等 

㈱コースト 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱フィット中部日本 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱フィット近畿日本 〃 20,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱ジーベック 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸等 

㈱フィット西日本 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、資金援助、役員の兼任等 

㈱タップス 〃 20,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、土地建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱タップスウェスト 〃 10,000 〃 100.0 ― 当社製品を卸売、 役員の兼任等 

岩手製靴㈱ 〃 10,000 〃 100.0 
(50.0) ― 当社製品の製造、資金援助、土地建物他を賃貸等 

岩手シューズ㈱ 〃 10,000 〃 100.0 
(50.0) ― 

当社製品の製造、資金援助、
土地建物他を賃貸、役員の兼
任等 

米沢製靴㈱ 〃 10,000 〃 100.0 
(50.0) ― 

当社製品の製造、資金援助、
土地建物他を賃貸、役員の兼
任等 

鹿児島製靴㈱ 〃 46,000 〃 87.8 
(36.1) ― 当社製品の製造、資金援助、建物他を賃貸、役員の兼任等 

チヨダシューズ㈱ 〃 490,000 〃 68.9 
(4.6) ― 当社製品の製造、資金援助、建物他を賃貸、役員の兼任等 

㈱ニッカ 〃 30,000 〃 100.0 ― 
当社製品の小売、資金援助、
土地建物他を賃貸、役員の兼
任等 

㈱アール・アンド・ 
エー・フットウェア 〃 10,000 〃 100.0 ― 

当社製品の小売、資金援助、
土地建物他を賃貸、役員の兼
任等 

東北リーガルシューズ㈱ 〃 10,000 〃 60.0 
(60.0) ― 

当社製品の小売、資金援助、
土地建物他を賃貸、役員の兼
任等 

㈱ニッカ 
エンタープライズ 〃 10,000 〃 100.0 

(93.3) ― 
当社製品の修理、材料販売、
土地建物他を賃貸、資金援助、
役員の兼任等 

その他４社        
(持分法適用関連会社)       

㈱ニッピ 東京都足立区 3,500,000 皮革 24.1 23.9 当社に靴材料を販売、 役員の兼任等 

東立製靴㈱ 千葉県柏市 10,000 靴関連 33.0 ― 当社製品の製造、 役員の兼任等 

㈱ボーグ 千葉県松戸市 35,000 靴関連 39.0 ― 当社製品の製造、 役員の兼任等 

その他３社       

(注) １ 上記の子会社は特定子会社には該当いたしません。 
２ チヨダシューズ㈱及び㈱ニッピは有価証券報告書を提出しております。 
３ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内書であります。 
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２． 経営方針 
 

（１）会社の経営の基本方針 
 

  当社グループは、お客さま第一主義の経営姿勢に徹し、履きやすく魅力ある靴を提案することにより、｢足

元から美と健康を創造する企業｣を目指しております。 

 今後も、さらにお客さまのご支持をいただけるような商品開発、店づくり、販売体制などあらゆる分野

で総力を結集し、新たな成長の基盤を創造することによって、お客さまのご信頼にお応えしてまいる所存

であります。  

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 
 

 当社グループは、当業界の収益が市況動向による影響を受けやすいことから、将来にわたり安定的な経

営基盤の確保と競争力の強化のため内部留保の充実に留意いたしますとともに、配当政策につきましては、

安定配当の維持を基本方針といたしております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
 

 当社グループの中期的な経営戦略といたしましては、①マーケティング主導型の営業体制を充実させる、

②顧客に求められる機能性とファッション性を兼ね備えた魅力ある商品を開発する、③国内生産部門の技

術力を維持するとともに、その技術水準を生かした海外生産品を調達する、④それらの商品に相応しい売

場づくりや接客販売などのサービス水準を高めることとし、これらに取り組んでまいります。 

 また収益構造につきましては、全社的に人員の最適配置や管理機能の統廃合などによって効率化を図り、

「市場環境に左右されない経営基盤」の確立を目指してまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 
 

 当社グループは、①商品開発部門と営業本部部門を一体化した婦人靴部門によって、お客様の視点から

商品開発するとともに在庫の効率化を図る、②ブランド・コンセプトを明確にして、ブランドのスクラッ

プアンドビルドを実施する、③製品の品質を高めるために、国内生産子会社 5 社および海外生産メーカー

へ技術者を派遣する、④直営小売店を中心とした接客販売技術を習得する、などに取り組んでまいります。 
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 

 当社グループは、今後の厳しい競争を勝ち抜くために、迅速な意思決定が行えるシンプルでフラットな

組織づくりを重視しております。取締役会と監査役会を中心とした経営管理体制を基本として、執行役員

制度を採用し、取締役任期を１年に短縮するなど、取締役会の機能強化と意思決定の迅速化を図ってまい

りました。 

 当社の取締役会は取締役 8 名、うち社外取締役 1 名、監査役会は監査役 3 名、うち社外監査役 2 名で構

成しております。取締役会は月 1 回以上開催され、重要な意思決定と業務執行の監督を行っております。

監査役会は必要に応じて開催され、また監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を

監査しております。さらに、日常の業務執行の報告を目的とする経営会議を月 1 回開催しております。経

営会議は、取締役、監査役および上席執行役員により構成しております。 

 当社は、株主総会によって選任され当社業務に精通した取締役が、取締役会における意思決定、監督、

および業務執行を行うことが経営責任を果たすことであると考え、従来型の取締役会・監査役会制度を継

続してまいります。 

 また当社は、監査役の員数が法令または定款に定める員数を欠くことになる場合に備え、定時株主総会

において補欠監査役 1名を選任しております。 
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３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 
 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や設備投資に回復の兆しがみられたものの、景気や雇

用の先行き不安などから個人消費が低迷するなど、全般的に厳しい状況で推移いたしました。 

 当靴業界におきましても、輸入品の増加に伴う企業間競争の激化や商品単価の低下などにより靴メーカ

ーや靴小売店が倒産あるいは廃業し、また天候不順により夏物商戦が不振に終わるなど、厳しい状況のう

ちに推移いたしました。 

 このような状況下におきまして、当社グループは、物流拠点の統合、取扱ブランドのスクラップアンド

ビルド、連結製造子会社の稼働率の向上など、徹底した収益体質の強化に取り組んでまいりました。この

結果、当中間連結会計期間の売上高は 174 億 6 百万円（前年同期比 4.6%減）、経常損失は 5 千万円（前中

間経常利益 1億 5 千万円）、中間純損失は 1億 1 千 2 百万円（前中間純利益 1 千 8 百万円）となりました。 

 

 当社グループは、紳士靴、婦人靴、安全靴および諸官庁向け特殊靴等の生産、販売を行っております。

そのため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。したがいまして、参考として事業部門別

売上情報を記載いたします。 

 ①小売事業 

 小売事業につきましては、従来型の「リーガルシューズ店」および郊外ニューファミリー型の「リーガ

ルシューズ a.k.a 店」を中心に、65 店舗（前年中間期末 60 店舗）を展開しております。当中間期は、「リ

ーガルシューズ」高崎店、「リーガルシューズ a.k.a」イオン熱田店など 4店舗を出店し、「ポッシュ・ザ・

ウェルト」銀座店など 3 店舗を閉店するなど、店舗効率の向上に取り組んでまいりました。以上の結果、

当中間連結会計期間の売上高は 44 億 6 千 3 百万円（前年同期比 5.6%増）となりました。 

 ②卸売事業 

 卸売事業につきましては、紳士靴は若年層向けの「ニューリーガル」や百貨店・量販店の特注品などが

堅調に推移いたしましたが、婦人靴は天候不順による夏物商戦の不振やデフレの影響による消費者の低価

格志向などにより苦戦いたしました。以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は 124 億 9 千 1 百万円（前

年同期比 8.0%減）となりました。 

 ③その他事業 

 靴材料の販売などその他事業の売上高は、4億 5千万円（前年同期比 1.3%増）となりました。 
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（２）財政状態 
 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、21 億４千３百万円と前年同期に比し

て４億５千８百万円(△17.6％)の大幅な減少となりました。これは季節変動による売上債権の減少とたな

卸資産の増加の相殺による影響は前年同期と同程度でありましたが、仕入債務の大幅な減少により、営業

活動によるキャッシュ・フローがマイナスになり、投資活動によるキャッシュ・フローも店舗出店などに

より若干のマイナスになった影響がそのまま現金及び現金同等物の減少となったものであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、△１億５千１百万円と、前年同期に比べ５億６千４百万円 

の減少となりました。前年同期は税金等調整前中間純利益６千５百万円を計上いたしましたが、当中

間連結会計期間は売上の不振により税金等調整前中間純損失３千１百万円を計上したほか、仕入債務

の減少額が７億１千８百万円と前年同期の増加額３千万円と比して大幅に減少したためであります。

また、売上債権の減少額は 16 億８千７百万円と前年同期に比べ４億４千９百万円の減少(△21.1％)で

あり、たな卸資産の増加額は６億２百万円と前年同期に比べ４億９千７百万円の増加(45.2％)であり

ます。共に季節変動によるものであり、キャッシュ・フローとしては補完関係にあるため、営業活動

によるキャッシュ・フローには大きな影響はありませんでした。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

   投資活動によるキャッシュ・フローは、△７千８百万円と、前年同期に比べ４億１千６百万円の減 

少(△123.2％)となりました。前年同期は定期預金の払戻による収入が４億５千万円ありましたが、当

中間連結会計期間は定期預金の払い戻しはなく、投資有価証券の売却による収入が１億３千３百万円

ありましたが、小売店舗出店等の為に有形固定資産の支出が２億５百万円あったことによるものであ

ります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

   財務活動によるキャッシュ・フローは、３千４百万円の支出であり、前年同期に比べ11億９千９百 

万円の支出減少でありました。長期借入金の返済を５億３千２百万円いたしましたが、短期借入金を

４億９千８百万円増加させたことによるものであります。 
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 なお、キャッシュ・フロ－指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
 平成 13年 

 9月期 
平成 14年 
 9月期 

平成 15年 
 9月期 

平成 14年 
 3月期 

平成 15年 
 3月期 

株主資本比率     14.5 ％     16.5 ％     18.5 ％     16.5 ％     17.2 ％ 
時価ベ－スの株主資本比率      7.0 ％      6.9 ％     12.2 ％      9.7 ％      8.0 ％ 
債務償還年数   －   －   －   －      8.4 年 
インタレスト・カバレッジ 
・レシオ   －        3.1   －   －        5.4 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

   時価ベ－スの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロ－ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロ－／利払い 

     ※各指標は、いずれも連結ベ－スの財務数値により算出しております。 

     ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出してお 

      ります。 

     ※営業キャッシュ・フロ－は連結キャッシュ・フロ－計算書の営業活動によるキャッシュ・フ 

ロ－を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッ

シュ・フロ－計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 

（３）通期の見通し 
 

 今後、靴業界を取り巻く環境は厳しい状況が続くものと思われます。このような状況下におきまして、

当社グループは、お客様のご支持をいただけるような商品開発、店づくり、販売体制の整備などあらゆる

分野で総力を結集し、市場環境に左右されない経営基盤の確立を目指してまいります。 

 通期の見通しにつきましては、主力の紳士靴が堅調に推移しており、また婦人靴の不振は夏物商戦が主

な原因であったことから、下期業績予想には大きな変動はなく、売上高 382億円（前年同期比 3.6%減）、

経常利益 9億 5千万円（前年同期比 13.6%増）、当期純利益は 2億 5千万円（前年同期比 150%増）を見込

んでおります。 

 

（注）この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報に基 

づいているため、リスクや不確実性を含んでおります。したがいまして、実際の業績は今後様々な要

因により予想数値と異なることがあります。 
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４．中間連結財務諸表等

　（１）　中間連結財務諸表

　　　①　中間連結貸借対照表

    （単位：百万円未満切捨）
　　　　　　　　　　　　　　期　別    前中間連結会計期間末    当中間連結会計期間末     前連結会計年度の

　　要約連結貸借対照表
 　 （平成１４年９月３０日）      （平成１５年９月３０日）     （平成１５年３月３１日）

　　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比
（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部） ％ ％ ％

流　動　資　産流　動　資　産流　動　資　産流　動　資　産 21,33821,33821,33821,338 60.460.460.460.4 20,41320,41320,41320,413 60.360.360.360.3 21,17621,17621,17621,176 61 .461 .461 .461 .4

現金及び預金 ※２ 3,662 3,393 3,468
受取手形及び売掛金 ※２ 7,469 6,967 8,532
たな卸資産 10,174 9,665 9,063
繰延税金資産 36 306 298
その他 577 620 474

貸倒引当金 △ 580 △ 540 △ 660
固　定　資　産固　定　資　産固　定　資　産固　定　資　産 13,99713,99713,99713,997 39.639.639.639.6 13,43913,43913,43913,439 39.739.739.739.7 13,28513,28513,28513,285 38.638.638.638.6

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 4,7914,7914,7914,791 13.613.613.613.6 4,8444,8444,8444,844 14.314.314.314.3 4,8514,8514,8514,851 14.114.114.114.1

土地 ※２ 2,896 2,896 2,896
その他 ※1,2 1,895 1,948 1,955

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 107107107107 0.30.30 .30 .3 31313131 0.10.10.10.1 50505050 0.10.10.10.1

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 9,0979,0979,0979,097 25.725.725.725.7 8,5638,5638,5638,563 25.325.325.325.3 8,3828,3828,3828,382 24.324.324.324.3

投資有価証券 ※2,4 4,019 4,368 3,779
破産更生債権 608 560 607
繰延税金資産 3,123 2,416 2,667
その他 1,929 1,749 1,893

貸倒引当金 △ 583 △ 532 △ 565

（資　産　合　計）（資　産　合　計）（資　産　合　計）（資　産　合　計） 35,33535,33535,33535,335 100.0100.0100.0100.0 33,85233,85233,85233,852 100.0100.0100.0100.0 34,46134,46134,46134,461 100.0100.0100.0100.0

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）

流　動　負　債流　動　負　債流　動　負　債流　動　負　債 21,16221,16221,16221,162 59.959.959.959.9 20,12020,12020,12020,120 59.459.459.459.4 20,73520,73520,73520,735 60.260.260.260.2

支払手形及び買掛金 9,292 8,353 9,071
短期借入金 ※２ 9,625 9,777 9,429
賞与引当金 280 269 275
その他 1,963 1,719 1,957

固　定　負　債固　定　負　債固　定　負　債固　定　負　債 8,3328,3328,3328,332 23.623.623.623.6 7,4607,4607,4607,460 22.022.022.022.0 7,8037,8037,8037,803 22.622.622.622.6

長期借入金 ※２ 2,545 1,653 2,035
退職給付引当金 4,613 4,679 4,629
役員退職慰労引当金 136 105 125
再評価に係る繰延税金負債 984 960 960
その他 53 61 52

（負　債　合　計）（負　債　合　計）（負　債　合　計）（負　債　合　計） 29,49429,49429,49429,494 83.583.583.583.5 27,58027,58027,58027,580 81 .581 .581 .581 .5 28,53828,53828,53828,538 82.882.882.882.8

少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分 10101010 0.00.00 .00 .0 2222 0.00.00 .00 .0 1111 0.00 .00 .00 .0

（資本の部）（資本の部）（資本の部）（資本の部）

資本金資本金資本金資本金 5,3555,3555,3555,355 15.215.215.215.2 5,3555,3555,3555,355 15.815.815.815.8 5,3555,3555,3555,355 15.515.515.515.5

資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金 2,7012,7012,7012,701 7.67 .67 .67 .6 2,7012,7012,7012,701 8.08 .08 .08 .0 2,7012,7012,7012,701 7.87 .87 .87 .8

利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金 △ 3,230△ 3,230△ 3,230△ 3,230 △ 9 .1△ 9 .1△ 9 .1△ 9 .1 △ 3,238△ 3,238△ 3,238△ 3,238 △ 9 .6△ 9 .6△ 9 .6△ 9 .6 △ 3,112△ 3,112△ 3,112△ 3,112 △ 9 .0△ 9 .0△ 9 .0△ 9 .0

土地再評価差額金土地再評価差額金土地再評価差額金土地再評価差額金 1,4161,4161,4161,416 4.04.04 .04 .0 1,4401,4401,4401,440 4.34 .34 .34 .3 1,4401,4401,4401,440 4.24 .24 .24 .2

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 △ 153△ 153△ 153△ 153 △ 0 .4△ 0 .4△ 0 .4△ 0 .4 259259259259 0.80.80 .80 .8 △ 200△ 200△ 200△ 200 △ 0 .6△ 0 .6△ 0 .6△ 0 .6

自己株式自己株式自己株式自己株式 △ 256△ 256△ 256△ 256 △ 0 .7△ 0 .7△ 0 .7△ 0 .7 △ 246△ 246△ 246△ 246 △ 0 .7△ 0 .7△ 0 .7△ 0 .7 △ 262△ 262△ 262△ 262 △ 0 .8△ 0 .8△ 0 .8△ 0 .8

（資　本　合　計）（資　本　合　計）（資　本　合　計）（資　本　合　計） 5,8315,8315,8315,831 16.516.516.516.5 6,2706,2706,2706,270 18.518.518.518.5 5,9215,9215,9215,921 17.217.217.217.2

（負債、少数株主持分及び資本合計）（負債、少数株主持分及び資本合計）（負債、少数株主持分及び資本合計）（負債、少数株主持分及び資本合計） 35,33535,33535,33535,335 100.0100.0100.0100.0 33,85233,85233,85233,852 100.0100.0100.0100.0 34,46134,46134,46134,461 100.0100.0100.0100.0
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　　　②中間連結損益計算書

　　　（単位：百万円未満切捨）
　　　　　　　　　　　　　　期　別       前中間連結会計期間       当中間連結会計期間 前連結会計年度の要約連結損益計算書

　　 自　平成１４年４月　１日 　　 自　平成１５年４月　１日 　　自　平成１４年４月　１日
　　 至　平成１４年９月３０日 　　 至　平成１５年９月３０日 　　至　平成１５年３月３１日

　　科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比
％ ％ ％

売　上　高売　上　高売　上　高売　上　高 18,24818,24818,24818,248 100.0100.0100.0100.0 17,40617,40617,40617,406 100.0100.0100.0100.0 39,61939,61939,61939,619 100.0100.0100.0100.0

売　上　原　価売　上　原　価売　上　原　価売　上　原　価 11,91311,91311,91311,913 65.365.365.365.3 11,29511,29511,29511,295 64.964.964.964.9 26,16626,16626,16626,166 66.066.066.066.0

売　上　総　利　益売　上　総　利　益売　上　総　利　益売　上　総　利　益 6,3346,3346,3346,334 34.734.734.734.7 6,1116,1116,1116,111 35.135.135.135.1 13,45313,45313,45313,453 34.034.034.034.0

販売費及び一般管理費　　販売費及び一般管理費　　販売費及び一般管理費　　販売費及び一般管理費　　 ※１※１※１※１ 6,1566,1566,1566,156 33.733.733.733.7 6,1006,1006,1006,100 35.135.135.135.1 12,36212,36212,36212,362 31 .231 .231 .231 .2

営　業　利　益営　業　利　益営　業　利　益営　業　利　益 178178178178 1 .01 .01 .01 .0 10101010 0.10.10.10.1 1,0911,0911,0911,091 2.82.82.82.8

営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益 178178178178 1 .01 .01 .01 .0 178178178178 1 .01 .01 .01 .0 177177177177 0.40.40.40.4

受取利息 1 1 2

受取配当金 7 6 9

持分法投資利益 121 131 48

雑収入 47 39 117

営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用 206206206206 1 .11 .11 .11 .1 239239239239 1 .41 .41 .41 .4 432432432432 1 .11 .11 .11 .1

支払利息 131 130 260

受取手形売却損 13 15 27

売上割引 32 30 69

雑支出 29 63 75

経常利益又は経常損失（△）経常利益又は経常損失（△）経常利益又は経常損失（△）経常利益又は経常損失（△） 150150150150 0.80.80.80.8 △ 50△ 50△ 50△ 50 △ 0 .3△ 0 .3△ 0 .3△ 0 .3 836836836836 2.12.12.12.1

特　別　利　益特　別　利　益特　別　利　益特　別　利　益 79797979 0.40.40.40.4 134134134134 0.80.80.80.8 －－－－ －－－－

貸倒引当金戻入益 79 132 －

投資有価証券売却益 － 2 －

特　別　損　失特　別　損　失特　別　損　失特　別　損　失 165165165165 0.90.90.90.9 116116116116 0.70.70.70.7 410410410410 1 .01 .01 .01 .0

固定資産除却損 ※２ 30 17 35

投資有価証券等評価損 13 － 227

投資有価証券売却損 1 88 1

営業権特別償却 ※３ － 10 －

本社事務所等移転損 ※４ 101 － 109

その他　　　　　　　 ※５ 16 － 35

税金等調整前中間（当期）税金等調整前中間（当期）税金等調整前中間（当期）税金等調整前中間（当期）
純利益又は中間純損失（△）純利益又は中間純損失（△）純利益又は中間純損失（△）純利益又は中間純損失（△）

法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税 －－－－ －－－－ 45454545 0.30.30.30.3 24242424 0.10.10.10.1

法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額 46464646 0.30.30.30.3 35353535 0.20.20.20.2 309309309309 0.80.80.80.8

少数株主利益又は少数株主損失（△）少数株主利益又は少数株主損失（△）少数株主利益又は少数株主損失（△）少数株主利益又は少数株主損失（△） △0△0△0△0 △ 0 .0△ 0 .0△ 0 .0△ 0 .0 △0△0△0△0 △ 0 .0△ 0 .0△ 0 .0△ 0 .0 8888 0.00.00.00.0

中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）又は中間純損失（△）又は中間純損失（△）又は中間純損失（△）

18181818 0.10.10.10.1 △ 112△ 112△ 112△ 112 △ 0 .6△ 0 .6△ 0 .6△ 0 .6 100100100100 0.30.30.30.3

425425425425 1 .11 .11 .11 .165656565 0.40.40.40.4 △ 31△ 31△ 31△ 31 △ 0 .2△ 0 .2△ 0 .2△ 0 .2



ファイル名:0309短信（連結） 更新日時:03/11/21 11:11 印刷日時:03/11/21 11:11 

―  ― 11

 

　　③中間連結剰余金計算書

                                （単位：百万円未満切捨）
　　　　　　　　　　　　　　期　別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間      前連結会計年度

自　平成１４年４月　１日 自　平成１５年４月　１日 自　平成１４年４月　１日
至　平成１４年９月３０日 至　平成１５年９月３０日 至　平成１５年３月３１日

　　科　目 　　　　金　　　　　額 　　　　金　　　　　額 　　　　金　　　　　額

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 5,8275,8275,8275,827 2,7012,7012,7012,701 5,8275,8275,8275,827

資本準備金期首残高 5,827 2,701 5,827

資本剰余金減少高資本剰余金減少高資本剰余金減少高資本剰余金減少高 3,1263,1263,1263,126 －－－－ 3,1263,1263,1263,126

資本準備金取崩額 3,126 － 3,126

資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末

(期末)残高(期末)残高(期末)残高(期末)残高

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 △ 6 ,356△ 6 ,356△ 6 ,356△ 6 ,356 △ 3 ,112△ 3 ,112△ 3 ,112△ 3 ,112 △ 6 ,356△ 6 ,356△ 6 ,356△ 6 ,356

欠損金期首残高 △ 6,356 △ 3,112 △ 6,356

利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高 3,1453,1453,1453,145 －－－－ 3,2633,2633,2633,263

資本準備金取崩額 3,126 － 3,126

中間（当期）純利益 18 － 100

持分法適用会社の再評価に
係る繰延税金負債取崩によ
る利益剰余金増加額

－ － 36

利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高 18181818 126126126126 18181818

自己株式処分差損 18 13 18

中間純損失 － 112 －

利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末

(期末)残高(期末)残高(期末)残高(期末)残高
△ 3 ,230△ 3 ,230△ 3 ,230△ 3 ,230 △ 3 ,238△ 3 ,238△ 3 ,238△ 3 ,238 △ 3 ,112△ 3 ,112△ 3 ,112△ 3 ,112

2,7012,7012,7012,701 2,7012,7012,7012,701 2,7012,7012,7012,701
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益(△中間純損失) 65 △31 425 

２ 減価償却費 113 119 248 

３ 無形固定資産償却額 ― 11 100 

４ 営業権償却額 46 ― ― 

５ 貸倒引当金の減少額 △79 △152 △19 
６ 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額) △104 29 △98 

７ 受取利息及び受取配当金 △8 △7 △11 

８ 支払利息 131 130 260 

９ 有形固定資産除却損 31 17 37 

10 投資有価証券等評価損 13 ― 227 

11 投資有価証券売却益 ― △2 ― 

12 投資有価証券売却損 1 88 1 

13 持分法による投資利益 △121 △131 △48 

14 売上債権の減少額 2,137 1,687 1,097 
15 たな卸資産の減少額 
  (△増加額) △1,099 △602 11 

16 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 30 △718 △190 

17 破産更生債権の減少額 
  (△増加額) △118 46 △116 

18 その他資産の減少額 
  (△増加額) 142 △87 220 

19 その他負債の減少額 △236 △266 △78 

20 割引手形の減少額 △373 △122 △396 

小計 570 8 1,670 

21 利息及び配当金の受取額 9 9 12 

22 利息の支払額 △133 △136 △260 

23 法人税等の支払額 △34 △33 △25 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 412 △151 1,397 
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー    

１ 定期預金の払戻 
  による収入 450 ― 450 

２ 有形固定資産の取得 
  による支出 △113 △205 △469 

３ 投資有価証券の取得 
  による支出 △8 △9 △139 

４ 投資有価証券の売却 
  による収入 6 133 6 

５ その他 2 3 15 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 337 △78 △136 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増加額 
  (△純減少額) △637 498 △883 

２ 長期借入れによる収入 ― ― 740 
３ 長期借入金の返済 
  による支出 △596 △532 △1,794 

４ その他 △0 △0 △1 
財務活動による 
キャッシュ・フロー △1,233 △34 △1,939 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の減少額 △483 △264 △678 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 3,086 2,408 3,086 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 2,602 2,143 2,408 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

     項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
 至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(1)連結子会社の数 24社 
    主要な連結子会社名  
㈱フィット東日本、㈱タ
ップス、㈱フィット近畿
日本、㈱タップスウェス
ト、㈱フィット関東日本、
㈱フィット中部日本 
  なお、秋田製靴㈱は清
算したため、当中間連結
会計期間より連結子会社
から除外いたしました。 

(1)連結子会社の数 24社 
    主要な連結子会社名  
㈱フィット東日本、㈱タ
ップス、㈱フィット近畿
日本、㈱タップスウェス
ト、㈱フィット関東日本、
㈱フィット中部日本 

(1)連結子会社の数 24社 
 主要な連結子会社名は、
「（１）企業集団の状況」
に記載しているため省略
しました。 
  なお、秋田製靴㈱は清
算したため、当連結会計
年度より連結子会社から
除外いたしました。 

 (2) 非連結子会社はありま
せん。 

(2)    同左 (2)    同左 

２ 持分法の摘要に関
する事項 

(1) 持分法適用の非連結子
会社はありません。 

(1)    同左 (1)    同左 

 (2) 持分法適用の関連会社
数 

         ６社 
  会社名 ㈱ニッピ、東
立製靴㈱、㈱ボーグ、
大鳳商事㈱、㈱日本靴
科学研究所、山田護謨
㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社
数 

 
同左 

(2) 持分法適用の関連会社
数 

 
同左 

 (3) 持分法非適用の関連会
社はありません。 

(3)    同左 (3)    同左 

 (4) 持分法の適用の手続に
ついて特に記載する必
要があると認められる
事項 

   持分法適用会社のう
ち、中間決算日が異な
る会社については、当
該会社の中間会計期間
に係る中間財務諸表を
使用しております。 

(4) 持分法の適用の手続に
ついて特に記載する必
要があると認められる
事項 

同左 

(4) 持分法の適用の手続に
ついて特に記載する必
要があると認められる
事項 

   持分法適用会社のう
ち、決算日が異なる会
社については、当該会
社の事業年度に係る財
務諸表を使用しており
ます。 

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項 

連結子会社の中間決算日
は、中間連結決算日と一致
しております。 

同左 連結子会社のうち、決算日
が異なる会社はありませ
ん。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

４  会計処理基準に関
する事項 

  (1) 重要な資産の評 
      価基準及び評価 
      方法 

 
 
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの    

中間決算末日の市場
価格等に基づく時価
法(評価差額は、全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移動
平均法により算定) 

 
  
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
    同左 
 

 
  
①有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算末日の市場価
格等に基づく時価
法(評価差額は、全
部資本直入法によ
り処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 

   時価のないもの 
   移動平均法に基づく 
      原価法 

  時価のないもの 
    同左 
 

  時価のないもの 
    同左 
 

 ②デリバティブ取引 
  時価法 

②デリバティブ取引 
   同左 

②デリバティブ取引 
   同左 

 ③たな卸資産 
主として総平均法に基
づく低価法 

③たな卸資産 
   同左 

③たな卸資産 
   同左 

   (2) 重要な減価償却 
資産の減価償却 
の方法 

 ①有形固定資産 
   定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残 
存価額については、法人
税法に規定する方法と同
一の基準によっておりま
す。 
ただし、平成10年４月 

１日以降取得した建物
(建物附属設備は除く)に
ついては定額法によって
おります。 
また、取得価額10万円 
以上20万円未満の少額減
価償却資産については３
年間均等償却をしており
ます。 

 ②無形固定資産 
  定額法によっております。 
 なお、償却年数につい 
ては、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によ
っております。 

①有形固定資産 
  同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②無形固定資産 
    同左 

①有形固定資産 
  同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
②無形固定資産 
    同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

   (3) 重要な引当金の 
計上基準 

 

①貸倒引当金 
  債権の貸倒による損失 
に備えるため、回収不能
見込額を計上しておりま
す。 
 ａ一般債権 

貸倒実績率法によって
おります。 

 ｂ貸倒懸念債権及び破産
更生債権 
財務内容評価法によっ
ております。 

①貸倒引当金 
同左 
 
 
 

 ａ一般債権 
同左 
 

 ｂ貸倒懸念債権及び破産
更生債権 
同左 
 

①貸倒引当金 
同左 
 
 
 

 ａ一般債権 
同左 
 

 ｂ貸倒懸念債権及び破産
更生債権 
同左 
 

 ②賞与引当金 
  従業員に対して支給す 
る賞与の支出に充てるた
め、賞与支給規程に基づ
き支給見込額の当中間連
結会計期間負担額を基準
として計上しておりま
す。 

②賞与引当金 
同左 

②賞与引当金 
  従業員に対して支給す 
る賞与の支出に充てるた
め、賞与支給規程に基づ
き支給見込額の当連結会
計期間負担額を基準とし
て計上しております。 

 ③退職給付引当金 
  従業員の退職金支給に 
備えるため、当連結会計
年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間連結
会計期間において発生し
ていると認められる額を
計上しております。 
  なお、数理計算上の差 
異については、３年間の
定率法により、翌連結会
計年度から費用処理して
おります。 

③退職給付引当金 
同左 

③退職給付引当金 
  従業員の退職金支給に 
備えるため、当連結会計
年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しており
ます。 
 なお、数理計算上の差
異については、３年間の
定率法により、翌連結会
計年度から費用処理する
こととしております。 

 ④役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支 
出に備えるため、「役員
退職慰労金内規」に基づ
く当中間連結会計期間末
要支給額を計上しており
ます。 

④役員退職慰労引当金 
同左 

④役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支 
出に備えるため、「役員
退職慰労金内規」に基づ
く当連結会計年度末要支
給額を計上しておりま
す。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

   (4) 重要なリ－ス取 
    引の処理方法 

 リース物件の所有権が借 
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。 

同左 同左 

   (5) 重要なヘッジ会 
    計の方法 
 

①繰延ヘッジ等のヘッジ 
  会計の方法 
  繰延ヘッジ処理によっ 
  ております。 
  また、ヘッジ会計の要 
件を満たす金利スワップ
及び金利キャップについ
ては、特例処理を採用し
ております。 

①繰延ヘッジ等のヘッジ 
  会計の方法 

同左 

①繰延ヘッジ等のヘッジ 
  会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 （ヘッジ手段） 
    デリバティブ取引 

(為替予約取引、金利
スワップ取引、金利キ
ャップ取引) 

 （ヘッジ対象） 
   相場変動等による 
損失の可能性があり、
相場変動等が評価に
反映されないもの及
びキャッシュ・フロー
が固定されその変動
が回避されるもの 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

   (5) 重要なヘッジ会 
    計の方法 
 

③ヘッジ方針 
  相場変動等による損失 
の可能性が極めて高いと
判断した場合、及びキャ
ッシュ・フローの固定を
必要と判断した場合に取
締役会の承認を得てヘッ
ジ目的でデリバティブ取
引を行っております。 

③ヘッジ方針 
同左 

③ヘッジ方針 
同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方 
  法 
  為替予約取引は元本交 
換を行わない固定金利に
よるクーポンスワップに
よっており、また金利ス
ワップ、金利キャップは
固定金利であるため、ヘ
ッジ手段の有効性を定期
的に確認しております。 

④ヘッジの有効性評価の方 
  法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方 
  法 

同左 

 ⑤その他リスク管理方法の 
うちヘッジ会計に係るも
の 
  ヘッジ対象、ヘッジ手 
段は取締役会で決定さ
れ、取締役会での決定事
項の実行及び管理は経理
部が行っております。管
理本部長はヘッジの有効
性を判断し、有効性につ
いて疑義がある場合は取
締役会に報告しておりま
す。 

⑤その他リスク管理方法の 
うちヘッジ会計に係るも
の 
    同左 

⑤その他リスク管理方法の 
うちヘッジ会計に係るも
の 
    同左 

   (6) その他中間連結 
財務諸表（連結
財務諸表）作成
のための基本と
なる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の 
会計処理は、税抜方式に
よっております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシ
ュ・フロー計算書)
における資金の範
囲 

中間連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短
期投資としております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及
び現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資としております。 
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会計処理の変更 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

（有価証券の評価基準及び評価方法） 
 有価証券の評価方法につきまして
は、従来、総平均法によっておりま
したが、当中間連結会計期間より移
動平均法に変更致しました。この変
更は、処分価格に対応する原価を迅
速に算定し、有価証券売買損益を適
時に確定させるためであります。な
お、この変更による中間連結財務諸
表に与える影響はありません。 

               （有価証券の評価基準及び評価方法） 
 有価証券の評価方法につきまして
は、従来、総平均法によっておりま
したが、当連結会計年度より移動平
均法に変更致しました。この変更は、
処分価格に対応する原価を迅速に算
定し、有価証券売買損益を適時に確
定させるためであります。 
 なお、この変更による連結財務諸
表に与える影響はありません。 
 
（自己株式及び法定準備金取崩等に 
 関する会計基準） 
 当連結会計年度から「企業会計基
準第１号 自己株式及び法定準備金
の取崩等に関する会計基準」(平成14
年２月21日 企業会計基準委員会)
を適用しております。 
 この変更に伴い、従来の方法によ
った場合に比べ、経常利益は18,910
千円多く、税金等調整前当期純利益
は18,910千円多く表示されておりま
す。 
 なお、連結財務諸表規則の改正に
より、当連結会計年度における連結
貸借対照表の資本の部及び連結剰余
金計算書については、以下のとおり
表示を変更しております。 
１ 連結貸借対照表 
① 当連結会計年度から「資本準
備金」は「資本剰余金」と「欠
損金」は「利益剰余金」のマ
イナスとして表示しておりま
す。 

② 当連結会計年度から「再評価
差額金」は「土地再評価差額
金」として表示しております。 

③ 前連結会計年度において認識 
しておりませんでした持分法適
用会社の所有する当社株式のう
ち当該会社に対する当社持分に
相当する額(当連結会計年度
260,545千円)は、当連結会計年
度においては「自己株式」に含
めて表示しております。 
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会計処理の変更 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

  ２ 連結剰余金計算書 
① 当連結会計年度から連結剰余
金計算書を資本剰余金の部及
び利益剰余金の部に区分して
記載しております。 

② 当連結会計年度から「欠損金
期首残高」は「利益剰余金期
首残高」のマイナス項目とし
て、「欠損金減少高」は「利益
剰余金増加高」と、「欠損金期
末残高」は「利益剰余金期末
残高」のマイナス項目として
表示しております。 
 また、前連結会計年度にお
いて独立掲記しておりました
「当期純損失」につきまして
は、当連結会計年度におきま
しては利益項目でありました
ので、「利益剰余金増加高」の
内訳の「当期純利益」として
表示しております。 

（１株当たり当期純利益に関する会 
 計基準等） 
 当連結会計年度から「１株当た
り当期純利益に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成14年
９月25日 企業会計基準第２号)
及び「１株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成14年９月25日 
企業会計基準適用指針第４号)を
適用しております。 
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表示方法の変更 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 
 前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし
た「未払金」については、資産総額の 100分の５以下
であり、重要性が無いため、流動負債の「その他」に
含めて表示しております。 

                       

 
 
 
追加情報 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

自己株式及び法定準備
金取崩等会計 

 当中間連結会計期間から「企業
会計基準第１号 自己株式及び
法定準備金の取崩等に関する会
計基準」(平成14年２月21日 企
業会計基準委員会)を適用してお
ります。 
 この変更に伴い、従来の方法に
よった場合に比べ、経常利益は18
百万円多く、税金等調整前中間純
利益は18百万円多く表示されて
おります。 

                    

中間連結貸借対照表 １ 中間連結財務諸表規則の改
正により当中間連結会計期間
から「資本準備金」は「資本剰
余金」と、「欠損金」は「利益
剰余金」のマイナスとして表示
しております。 
２ 中間連結財務諸表規則の改
正により当中間連結会計期間
から「再評価差額金」は「土地
再評価差額金」として表示して
おります 
３ 前中間連結会計期間におい
て認識しておりませんでした持
分法適用会社の所有する当社株
式のうち当該会社に対する当社
持分に相当する額(当中間連結会
計期間255百万円)は、中間連結財
務諸表規則の改正により当中間
連結期間においては「自己株式」
に含めて表示しております。 
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追加情報 
 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

中間連結剰余金計算書 １ 中間連結財務諸表規則の改
正により当中間連結会計期間
から中間連結剰余金計算書を
資本剰余金の部及び利益剰余
金の部に区分して記載してお
ります。 
２ 中間連結財務諸表規則の改
正により当中間連結会計期間
から「欠損金期首残高」は「利
益剰余金期首残高」のマイナス
項目として、「欠損金減少高」
は「利益剰余金増加高」と、「欠
損金中間期末残高」は「利益剰
余金中間期末残高」のマイナス
項目として表示しております。 
  また、前中間連結会計期間に
おいて独立掲記しておりまし
た中間純損失につきましては
当中間連結会計期間におきま
しては利益項目でありました
ので、「利益剰余金増加高」の
内訳として表示しております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成15年３月31日) 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
           3,185百万円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
                     3,404百万円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
                     3,298百万円 

※２担保資産 
    このうち一部に工場抵当法に 
よる根抵当権を、他の一部に抵
当権をそれぞれ設定し、また定
期預金等の一部に質権を設定し
短期借入金、長期借入金の担保
に供しております。 

※２担保資産 
    このうち一部に工場抵当法に 
よる根抵当権を、他の一部に抵
当権をそれぞれ設定し、また定
期預金等の一部に質権を設定し
短期借入金、長期借入金の担保
に供しております。 

※２担保資産 
    このうち一部に工場抵当法に 
よる根抵当権を、他の一部に抵
当権をそれぞれ設定し、また定
期預金等の一部に質権を設定し
短期借入金、長期借入金の担保
に供しております。 

  (1)担保差入資産の簿価 
             (うち工場 

               財団) 

  預金   490百万円  － 
  受取手形 180百万円  － 
  土地  2,706百万円 (2,078) 
  建物及び 
  構築物  925百万円 (  686) 
  機械装置及 
  び運搬具  54百万円 (   54) 
  投資有価 
  証券  3,490百万円  －  
  計   7,848百万円 (2,820) 
 
  (2)対応する債務の金額 
  短期借入金   9,101百万円 
  長期借入金   2,092百万円 
  計       11,193百万円 
 

  (1)担保差入資産の簿価 
             (うち工場 

               財団) 

  預金   490百万円  － 
  受取手形 180百万円  － 
  土地  2,706百万円 (2,078) 
  建物及び 
  構築物  860百万円 (  633) 
  機械装置及 
  び運搬具  48百万円 (   48) 
  投資有価 
  証券  3,556百万円  －  
  計   7,841百万円 (2,759) 
 
  (2)対応する債務の金額 
  短期借入金   9,403百万円 
  長期借入金   1,263百万円 
  計       10,666百万円 

  (1)担保差入資産の簿価 
             (うち工場 

               財団) 

  預金   490百万円  － 
  受取手形 155百万円  － 
  土地  2,706百万円 (2,078) 
  建物及び 
  構築物  896百万円 (  662) 
  機械装置及 
  び運搬具  52百万円 (   52) 
  投資有価 
  証券  2,955百万円  －  
  計   7,256百万円 (2,955) 
 
  (2)対応する債務の金額 
  短期借入金   9,373百万円 
  長期借入金   1,614百万円 
  計       10,987百万円 

 ３受取手形割引高 
          1,852百万円 
※４関連会社に対する投資有価証券 
 （株式）     3,286百万円 

 ３受取手形割引高 
          1,706百万円 
※４関連会社に対する投資有価証券 
 （株式）     3,310百万円 

 ３受取手形割引高 
          1,828百万円 
※４関連会社に対する投資有価証券 
 （株式）     3,029百万円 

 ５保証債務 
  会社名     ㈱ボ－グ 
  支払先名    ㈱ニッピ 
  保証債務額   42百万円 
  ㈱ニッピが㈱ボ－グの荒川信用 
金庫からの借入金に対する85百万
円の保証をしましたが、当社でそ
の半額を㈱ニッピに対して保証し
たものであります。 

 ５保証債務 
  会社名     ㈱ボ－グ 
  支払先名    ㈱ニッピ 
  保証債務額   12百万円 
  ㈱ニッピが㈱ボ－グの荒川信用 
金庫からの借入金に対する25百万
円の保証をしましたが、当社でそ
の半額を㈱ニッピに対して保証し
たものであります。 

 ５保証債務 
  会社名     ㈱ボ－グ 
  支払先名    ㈱ニッピ 
  保証債務額   27百万円 
  ㈱ニッピが㈱ボ－グの荒川信用 
金庫からの借入金に対する55百万
円の保証をしましたが、当社でそ
の半額を㈱ニッピに対して保証し
たものであります。 
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(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
主要な費目及び金額は次の通り
であります。 
 荷造運送費   639百万円 
 広告宣伝費   633百万円 
 ロイヤリティ  333百万円 
 給料・手当  2,108百万円 
 賞与引当金 
 繰入額     173百万円 
 退職給付引当 
 金繰入額    129百万円 
 法定福利費   289百万円 
 賃借料     605百万円 
 減価償却費   106百万円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
主要な費目及び金額は次の通り
であります。 
 荷造運送費   576百万円 
 広告宣伝費   503百万円 
 ロイヤリティ  328百万円 
 給料・手当  2,191百万円 
 賞与引当金 
 繰入額     178百万円 
 退職給付引当 
 金繰入額    167百万円 
 法定福利費   301百万円 
 賃借料     625百万円 
 減価償却費   115百万円 

※１ 販売費及び一般管理費のうち 
主要な費目及び金額は次の通り
であります。 
 荷造運送費  1,295百万円 
 広告宣伝費  1,299百万円 
 ロイヤリティ  686百万円 
 給料・手当  4,388百万円 
 賞与引当金 
 繰入額     173百万円 
 退職給付引当 
 金繰入額    254百万円 
 法定福利費   583百万円 
 賃借料    1,206百万円 
 減価償却費   234百万円 

※２ 市ヶ谷本社事務所の除却損等 
  であります。 

※２ 小売店舗の閉鎖による除却損 
  などであります。 

※２ 市ヶ谷本社事務所の除却損等 
  であります。 

 ※３        ※３ 小売店舗の閉鎖による、営業 
  権の償却であります。 

※３        

※４ 市ヶ谷本社事務所等を移転し 
たことに係る現状復帰費用など
であります。 

 ※４ 市ヶ谷本社事務所等を移転し 
たことに係る現状復帰費用など
であります。 

  ※５ ゴルフ会員権評価損7百万円 
  などによるものであります。 

 

 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残 
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 
現金及び 
預金勘定    3,662百万円 
 
預入期間が 
３ヶ月を超  △1,060百万円 
える定期預金         
現金及び 
現金同等物   2,062百万円 
 

 現金及び現金同等物の中間期末残 
高と中間連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係 
現金及び 
預金勘定    3,393百万円 
 
預入期間が 
３ヶ月を超  △1,060百万円 
える定期預金         
現金及び 
現金同等物   2,143百万円 

 現金及び現金同等物の期末残高と 
連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
現金及び 
預金勘定    3,468百万円 
 
預入期間が 
３ヶ月を超  △1,060百万円 
える定期預金         
現金及び 
現金同等物   2,408百万円 
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（２）セグメント情報 
 

【事業の種類別セグメント情報】 
 

前中間連結会計期間(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで) 

    全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴関連事業」の割合が 

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで) 

    全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴関連事業」の割合が 

いずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度(平成14年4月1日から平成15年3月31日まで) 

    全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴関連事業」の割合が 

いずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 
 

前中間連結会計期間(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで) 

全セグメント売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えている 

   ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで) 

全セグメント売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えている 

   ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度(平成14年4月1日から平成15年3月31日まで) 

全セグメント売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えている 

   ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 
 

前中間連結会計期間(平成14年4月1日から平成14年9月30日まで) 

    海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため海外売上高の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで) 

    海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため海外売上高の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度(平成14年4月1日から平成15年3月31日まで) 

    海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため海外売上高の記載を省略しております。 
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（３）リース取引 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ リ－ス物件の所有権が借主に 
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リ－ス取引 
（借主側） 
①リ－ス物件の取得価額相当額、 
 減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

１ リ－ス物件の所有権が借主に 
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リ－ス取引 
（借主側） 
①リ－ス物件の取得価額相当額、 
 減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

１ リ－ス物件の所有権が借主に 
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リ－ス取引 
（借主側） 
①リ－ス物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び期末 
  残高相当額 

             その他 

           (工具器具備品) 

  取得価額相当額  219百万円 
  減価償却累計額 
  相当額       33百万円 
  中間期末残高 
  相当額      185百万円 

             その他 

           (工具器具備品) 

  取得価額相当額  248百万円 
  減価償却累計額 
  相当額       78百万円 
  中間期末残高 
  相当額      169百万円 

             その他 

           (工具器具備品) 

  取得価額相当額  225百万円 
  減価償却累計額 
  相当額       55百万円 
  期末残高 
  相当額      170百万円 

 ②未経過リ－ス料中間期末残高相 
  当額 
   １年以内     42百万円 
   １年超      154百万円 
   合計       196百万円 

 ②未経過リ－ス料中間期末残高相 
  当額 
   １年以内     49百万円 
   １年超      131百万円 
   合計       180百万円 

 ②未経過リ－ス料期末残高相当額 
 
   １年以内     44百万円 
   １年超      136百万円 
   合計       181百万円 

 ③支払リ－ス料、減価償却費相当 
  額及び支払利息相当額 
   支払リ－ス料   24百万円 
   減価償却費相当額 21百万円 
   支払利息相当額   3百万円 

 ③支払リ－ス料、減価償却費相当 
  額及び支払利息相当額 
   支払リ－ス料   26百万円 
   減価償却費相当額 23百万円 
   支払利息相当額   3百万円 

 ③支払リ－ス料、減価償却費相当 
  額及び支払利息相当額 
   支払リ－ス料   49百万円 
   減価償却費相当額 43百万円 
   支払利息相当額   6百万円 

 ④減価償却費相当額及び利息相当 
  額の算定方法 
  減価償却費の算定方法 
  ・リ－ス期間を耐用年数とし、 
   残存価額を零とする定額法に 
   よっております。 
  利息相当額の算定方法 
  ・リ－ス料総額とリ－ス物件の 
   取得価額相当額の差額を利息 
   相当額とし、各期への配分方 
   法については、利息法によって 
   おります。 

 ④減価償却費相当額及び利息相当 
  額の算定方法 
  減価償却費の算定方法 
   同左 
 
 
  利息相当額の算定方法 
   同左 
 

 ④減価償却費相当額及び利息相当 
  額の算定方法 
  減価償却費の算定方法 
   同左 
 
 
  利息相当額の算定方法 
   同左 

２ オペレ－ティング・リ－ス取引 ２ オペレ－ティング・リ－ス取引 ２ オペレ－ティング・リ－ス取引 
 （借主側） 
   未経過リ－ス料 
   １年以内      2百万円 
   １年超       6百万円 
   合計        8百万円 

 （借主側） 
   未経過リ－ス料 
   １年以内      2百万円 
   １年超       4百万円 
   合計        6百万円 

 （借主側） 
   未経過リ－ス料 
   １年以内      2百万円 
   １年超       5百万円 
   合計        7百万円 
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（４）有価証券 
 

前中間連結会計期間末（平成14年9月30日） 
 

 １ 時価のある有価証券 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券    

①株式 1,101 992 △108 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

合計 1,101 992 △108 

(注) 時価が著しく下落した有価証券については、社内文書において定められた下落率に応じた判断基準に 

基づき減損処理が必要であると判断した場合にこれを適用しております。当中間連結会計期間中に一部

の株式について減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価格を取得原価欄に記載しております。減損

処理額は８百万円であります。 

 
 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

・非上場株式 13 

合計 13 

 

 
当中間連結会計期間末（平成15年9月30日） 

 

 １ 時価のある有価証券 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券    

①株式 812 1,049 236 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

合計 812 1,049 236 

(注) 時価が著しく下落した有価証券については、社内文書において定められた下落率に応じた判断基準に 

基づき減損処理が必要であると判断した場合にこれを適用しております。 

 
 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

・非上場株式 8 

合計 8 
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前連結会計年度末（平成15年3月31日） 
 

 １ 時価のある有価証券 

区分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券    

①株式 1,018 737 △280 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

合計 1,018 737 △280 

(注) 時価が著しく下落した有価証券については、社内文書において定められた下落率に応じた判断基準に 

基づき減損処理が必要であると判断した場合にこれを適用しております。当連結会計年度中に一部の株

式について減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価格を取得原価欄に記載しております。減損処理

額は 227 百万円であります。 

 

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

・非上場株式 13 

合計 13 

 

 

 
（５）デリバティブ取引 

 

前中間連結会計期間末（平成14年9月30日） 

 
 該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれ 

もヘッジ会計を摘要しておりますので注記の対象から除いております。 

 

当中間連結会計期間末（平成15年9月30日） 

 
 該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれ 

もヘッジ会計を摘要しておりますので注記の対象から除いております。 

 

前連結会計年度末（平成15年3月31日） 

 
 該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれ 

もヘッジ会計を摘要しておりますので注記の対象から除いております。 
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５．生産、商品仕入、受注及び販売の状況 
 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「靴関連

事業」の割合がいずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報を記載しており

ませんが、生産実績、商品仕入実績及び受注実績については合計額を、販売実績については事

業部門に応じて区分して記載しております。 
 

（１）生産実績 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
 至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

比較増減 
 
 

     事業部門 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 前年同期比   （％） 

靴関連事業              5,507              6,135 628 ＋ 11.4 

(注) １ 金額は販売価格によっております。 
 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（２）商品仕入実績 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
 至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

比較増減 
 
 

     事業部門 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 前年同期比   （％） 

靴関連事業              9,418              8,167 △ 1,250 △ 13.3 

(注) １ 金額は仕入価格によっております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（３）受注実績 

  主に見込み生産を行っておりますが、大口需要先に対しては受注生産をすることがあります。 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
 至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

比較増減 
     事業部門 

  受注高 
（百万円） 

 受注残高 
（百万円） 

  受注高 
（百万円） 

 受注残高 
（百万円） 

  受注高 
（百万円） 

 受注残高 
（百万円） 

靴関連事業 84 ― 99 ― 15 ― 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
（４）販売実績 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
 至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

比較増減 
     事業部門 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 前年同期比   （％） 

靴小売部門 4,227 4,463 235 ＋ 5.6 

靴卸売部門 13,575 12,491 △ 1,083 △ 8.0 

その他 445 450 5 ＋ 1.3 

 合計 18,248 17,406 △   842 △ 4.6 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 


